


序　　文

日本国政府は、ボリヴィア共和国政府からの技術協力の要請に基づき、同国の荒廃地復旧環

境造林技術協力計画の実施にかかわる調査を行うことを決定しました。

これを受け国際協力事業団は、平成10年4月5日から4月20日まで、林業土木コンサルタンツ　小

宮忠義氏を団長とする実施協議調査団を現地に派遣し、ボリヴィア共和国関係者と協議を行うと

ともに、計画実施予定地の現地調査を実施しました。そして帰国後、国内作業を経て、調査結果

を本報告書に取りまとめました。

この報告書が、本計画の実施の指針となるとともに、この技術協力を通じ両国の友好・親善が

一層発展することを期待いたします。

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表しま

す。

平成11年3月

国際協力事業団

総裁　藤田　公郎
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１．調査の概要

（１） 要請の背景
ボリヴィア国は、国土の３８％にも及ぶ地域が、農民による無計画な耕作、山羊・綿羊

の過放牧、薪炭材採取等による植生収奪により、深刻な土壌浸食を起している。特にタリ
ハ中央渓谷においては毎年２００～６００hａの耕地が土壌浸食により不毛化しており、
当該地域に居住する農民の生活水準の低下をきたしている。 タリハ市上流の森林も土壌浸
食により荒廃し、水源かん養機能が著 しく低下しており、１９９２年１２月にはタリハ市
への洪水災害を誘発した。一方、乾季には生活用水の不足も引き起こしており、市民生活
に多大な影響を及ぼしている。
このため、ボリヴィア国政府はタリハ中央渓谷の土壌浸食防止・復旧と荒廃した森林の

回復のために地域住民生活の持続的発展向上と環境に配慮した治山・植林技術等の開発と
その普及に関する協力を要請してきた。

（２） 要請後の日本側の対応
以上のボリヴィア国からの要請に応じて、日本国側は次の調査団を派遣し検討してきた。
1995年11月基礎調査：「荒廃農用地復旧造林基礎調査団」を派遣。

土壌浸食の発生メカニズム、周辺農民の生活実態、タリハ地域
での技術協力の実態等に関する調査。

1996年 7月事前調査：「荒廃地復旧環境造林技術協力計画事前調査団」を派遣。
要請の背景、内容、相手国の実施機関及び技術協力の妥当性・
可能性の調査・確認。
並びに、協力の具体的な検討を進めるために長期調査員の派遣
を提案した。

1997年4月第１次長期調査員の派遣。
浸食防止、育苗・住民造林、ＰＣＭ手法の３分野の調査員を派
遣し、プロジェクトの活動の概要及び方向性をカウンターパー
ト機関と協議し、合意。

検討事項：活動地区の選定、必要資機材の選定、ＰＣＭワークショップを
実施しＰＤＭ（案）及びＴＳＩ（案）を作成。

協力分野：浸食防止工事分野― 基礎調査・設計、施工及び管理、土木工事
と植生利用工事の組合わせ等の検討。
育苗・造林分野― 育苗標準・苗畑施設の充実、適地適木選定技
術、保護保育技術、アグロフォレストリー・シルボパストラル
体系の検討等。

1998年2月 研修員２名を受入れ。
プロジェクトのダイレクター候補者の代理及びマネージャ候補者を研修員として受入
技術協力のスキーム、プロジェクトの内容等について説明、
その他日本の関係技術について視察

1998年 3月 第２次長期調査員の派遣。
住民造林、浸食防止技術、社会経済調査の３分野の調査員を派遣、
モデル事業計画、地元住民の社会経済状況に関し調査。
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（３） 実施協議調査団の派遣の目的
これまでに行った基礎調査、事前調査及び長期調査の調査結果をふまえ、プロジェクト

の実施体制をふまえ、協力に関連する事項について協議を行い、合意事項について協議議
事録（R/D）,及びミニッツにまとめ、合意に基づき署名することを目的として派遣された。
併せて、プロジェクトの実施内容を検討し、プロジェクト・デザイン・マトリックス
（PDM）、活動計画（PO）を作成すること、及びこの中TSIについては合意に基づき署名
することも加えられた。

（４） 調査団の構成
団　　長　　　　小　宮　忠　義　　　　　林業土木コンサルタンツ
住民造林　　　　佐　藤　雄　一　　　　　林野庁計画課海外林業協力室
浸食防止　　　　大　政　康　史　　　　　林野庁治山課
計画管理　　　　玉　垣　雅　史　　　　　JICA林業技術協力課

（５） 日　程
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（６） 主要面談者

（７） 相手国側の実施体制について
・　懸案事項であったプロジェクト指導監督省庁については、持続開発企画省（総合特

別プログラム局）となった。
・　農牧業・農村開発省より、直接の所轄ではないが、植林、アグロフォレストリー等

のプロジェクトの活動に大いに関心を持っており、また、関係統計資料等も所有し
ているので協力するとのコメントがあった。
（別添プロジェクト組織図参照）

（８） Ｃ／Ｐ配置計画
・　ボ国においては昨年８月に新政権が発足し、各所で大幅な人事の移動があったが、

PERTTについては、技術職員の変更がなかったため、現在もＣ／Ｐとして経験の豊
富な人材を要している。

・　現在、住民造林、浸食防止（流域管理）、社会林業分野について８名のＣ／Ｐを配
置している。
その他は今後、必要に応じ配置するとのこと。（リスト参照）

・　なお、１分野につき複数のＣ／Ｐを配置すること、また、Ｃ／Ｐが協力期間中継続
して配置されることについて双方確認し、ミニッツに記載した。
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・　住民造林のうち、住民参加・普及分野について、当プロジェクトにおいて重要な位
置を占めることから、経験豊富なＣ／Ｐが必要であること。また、住民参加による
事業実施について、女性住民の役割が大きいことから、女性職員の活用も有効であ
る事等、PERTT所長に対しコメントした。

（９） 施設整備状況
・　プロジェクトサイトは近距離（PERTT）より車で３０分～１時間程度であるため、

現地事務所等の必要はない。
（ただし、プロジェクトサイトに簡易な資材倉庫、休憩小屋等が確保（新設対応）
できれば活動の拠所となると思われる。）

・　専門家執務室等については、PERTT事務所で確保することとなるが、現在確保でき
る部屋としては、会議室１室のみであり充分なスペースの確保は困難である。

・　PERTT事務所増築の計画があり（予算計上済）、専門家執務室はその中で確保する
とのこと。
（レイアウト未定）

（１０） 予算措置
・　本年度予算については今後の６月と９月に調整を行ない１０月には必要と思われる

予算を確保するとのタリハ県総括局長のコメントがあったが、大使館等によると楽
観視できないとの事である。

・　今後も予算の確保を強く申し入れるとともに、事業計画について、相手国の現状に
沿ったものが必要。

・　大蔵省より、特にプロジェクトに係る特別予算の配布は考えておらず、あくまで県
の一般の予算内で実施するとのコメントがあった。

（１１） 調査の要約
調査に当たっては、実施協議議事録（Ｒ／Ｄ）及びミニッツ、暫定実施計画（ＴＳＩ）

の構成案を用意して、ボリヴィア国側の実施機関及び関係機関に事前に提示し協議を行
った。資料は、ＪＩＣＡ在ボリヴィア事務所の協力で英文とともにスペイン語文も添え
て届けておいたことから、内容は理解されており、協議は円滑に行うことが出来た。

基本構想については、事項に述べるのとおり説明し、合意を得た。
なお、協議に当たっては事前にカウンターパート研修を行ないプロジェクトの責任者

となるであろう人に関し、技術協力について又はプロジェクトの仕組みについて等事前
に説明したためその後の交渉においては、比較的円滑に進めることができた。

さらに、協議にあたり、事前に長期調査を派遣しており、実施協議調査団が合流する
形で調査を行なったため、プロジェクト構想、枠組み等に関しては円滑に話が進められ
た反面、長期調査員と相手国側の協議に関し、未調整部分について調整が困難であった。
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２．技術協力の基本構想

（１） プロジェクトの基本構想
１）エル・モンテ川、サン・ペドロ川両流域内の数集落をプロジェクト・サイトとし、土
壌浸食を軽減するための、住民活動を取り入れた実用的なモデル事業を行なうことによ
り、効果的な技術の開発、改良、移転を行なう。
また、上位目標としては、タリハ渓谷全域や、タリハ県の他流域へ技術が普及され、

土壌浸食防止の諸活動が活発化することをねらいとする。
２）開発される技術が各種の流域に適応されるよう、条件の異なる数箇所の小流域を選定
して、モデル事業を実施する。

３）事業実施に当たっては、住民生活の向上が図れるよう、土壌浸食防止事業に農業、畜
産業などの事業を組み合わせた治山・造林技術（アグロフォレストリー、シルボパスト
ラル）の開発に努め、住民のインセンティブを高めることにより、技術の普及性、持続
発展性の向上を図る。

４）協力活動によって、PERTTがモデル事業地以外の荒廃流域について土壌浸食防止事業
の実施計画を策定出来るようにする。

（２） プロジェクトの目標、活動、期待される成果
プロジェクトの目標、活動、及び期待される成果等は以下の通りである。

１）上位目標
・エル・モンテ川・サンペドロ川流域内のモデル事業対象地で土壌浸食が軽減され
る。

・タリハ県内のモデル事業対象地の周辺地域で当プロジェクトが改良・開発された土
壌浸食軽減の手法が実践される。

２）プロジェクト目標
エル・モンテ川・サンペドロ川流域内のモデル事業対象地において住民参加による持

続可能な土壌浸食軽減の手法が改良・開発される。
３）プロジェクトの期待される成果

・土壌浸食軽減技術がモデル事業実施をつうじて改良または開発される。
・土壌浸食軽減事業への住民参加の手法が改良される。
・土壌浸食軽減事業の普及のための実施計画が策定される。

４）プロジェクトの活動
１．モデル事業の実施をつうじて土壌浸食を軽減する技術を改良・開発する。
２．住民参加による土壌浸食軽減事業の実施指針を作成する。
３．モデル事業対象地の周辺地域においてプロジェクトの成果を取り込んだ土壌浸食

軽減事業を普及するための実施計画策定上の助言を行う。

（３） プロジェクトの実施機関
プロジェクトの計画について、これまでに検討・協議してきたボリヴィア国の実施機関

は、タリハ県土地復旧事業計画事務所（Programa Ejecutivo de Rehabilitacion  de Tierras en 
el Departamento de Tarija： PERTT）である。
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３．協議結果

（１） 持続開発・企画省と農牧業・農村開発省との協議
当プロジェクトの直接の実施機関はタリハ県土地復旧事業計画事務所（PERTT）であり、

その運営責任機関は地方分権化によりタリハ県であること、また国としての指導機関は持
続開発・企画省（総合特別プログラム局）であることが表明された。農牧業・農村開発省
は、これまでも荒廃地域の土壌保全と生産力の回復に携わってきたことからもプロジェク
トの協力内容に関心が高く、技術的に協力していきたい旨の表明があった。

（２） 大蔵省との協議
プロジェクト予算は、地方分権化により国は直接担当せず、タリハ県知事にその決定権

が委譲されている旨の表明があった。従って、タリハ県の諸種予算執行の中で、優先順位
によりプロジェクト予算が決められることになる。
なお、日本大使館とＪＩＣＡ事務所との打合せにおいては、大衆参加法と地方分権法の

施行の進行、及びプロジェクト予算確保の責任体制について充分留意する必要があること
が表明された。

（３） タリハ県及びPERTTとの協議内容
県については、プロジェクトの実施に関し、積極的な実施について、また、予算の確保

に関しては県の責任において確保するとの事であった。
なお、R／D及びミニッツ等に係る協議については、次のとおり

◯協議内容
Ｒ／Ｄの協議は、ＰＥＲＴＴ事務所においてＰＥＲＴＴの所長をはじめとする技術幹部、

県庁の持続 開発部長、中央政府の持続開発・企画省の技術幹部と行った。 参加者はあらか
じめＪＩＣＡで用意していた資料で検討していたことから、次の要点について重点的に協議
を行い、Ｒ／Ｄの内容は原案どおり整え、ミニッツに留意事項を盛り込む形で同意に至った。
主な論点は次の通りである。

(3)-1 R／DのAttached  DocumentのⅣ. Administration of the project の１．と２．について、
ボ国側は、プロジェクト・ディレクターとしてのタリハ県知事がプロジェクトの運営と

実行に対して総ての責任を負うことには異存がない。しかしプロジェクト・マネージャー
としてのPERTT所長が、プロジェクトの管理上と技術的事項に対して責任を持つというこ
とでは不充分であるという強い主張があった。 ボ国側としての案は、タリハ県知事はプロ
ジェクトの総括的調整、PERTT所長がプロジェクトの運営と技術上の管理に責任を持って
当たる、ということが実態に合うとのことであった。これは、用語としてのadministration
とmanageとに対するボ国の通常持つ理解は前者が運営、後者が管理であり、特に
managerial  mattersとなると単なる管理的事項となり、意味はかなり低く受け取られると
ころに起因している。
調査団側は、用意した英語文はこれまで他国でのプロジェクト協力において使われてき

ているものであり、今回の場合だけ用語を変えることは避けたい旨を説明し、ボ国側の主
張は理解出来、かつ意味するところに特に問題はないことから、ミニッツにおいて次のよ
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うに記することとして同意した。
「ボ国側は、プロジェクト・マネージャーとしてのＰＥＲＴＴ所長はプロジェクトの運
営についても責任を持つと、強調した。」

(3)-2 ＡＮＮＥＸ Ⅱ.の日本の専門家リストについて、ボ国側から、住民造林と社会林業の
両分野の専門家が挙げられているが、重複しているのではないかとの懸念が示され、調
査団側から、前者は住民の参加のもとに行い易い造林技術の開発を主としており、後者
は対象地区におけるアグロフォレストリー・シルボパストラルも含めた林業活動をどの
ように行うかの調査・計画を担当するものであると説明した。
ボ国側は、さらに流域管理の専門家派遣が必要であることを提案した。この分野は流

域毎の土壌・水・植生等資源の保全と有効利用に関して調査し計画する技術であるとの
説明もなされ、調査団側も今後これらの技術分野を調整して行く必要があることを理解
し、ミニッツにおいて次のように記することを同意した。
「ボ国側は、流域管理分野における日本人専門家派遣の必要性を強調した。」

長期専門家においては、浸食防止分野だけでなく、流域管理分野の専門家を派遣して
欲しいと要望有り。（PERTT側）
流域管理は、Watershed Managementという言葉を用いてはいるものの、専門家に対

する要望内容は、「流域全体の土地利用を含めた計画を総合的に立案出来る専門家」と
のことであったので、治山で考える流域管理の概念を大きく超えているもの であると判
断。
浸食防止分野の専門家が兼務するという形ではなく、個別の専門家等で対応すべきで

あると判断し、その旨PERTT側に伝える。

(3)-3 ボ国におけるプロジェクト協力においては、これまで政治変動に伴うカウンターパー
ト（Ｃ／Ｐ）の異動が行われ活動に支障を及ぼしたことから、当プロジェクトにおいて
はこのようなことのないよう、双方ともミニッツにおいて次のように記しておくことに
同意した。
「双方は、協力期間中、各分野におけるボ国Ｃ／Ｐが継続して配置されることを確認
した。」

(3)-4 プロジェクト予算の確保については、ボ国の地方分権法の施行により、タリハ県に執
行権があることから、ミニッツのこの項において次のように明確にした。
「ボ国側は、タリハ県により、プロジェクト活動に対して十分な予算を配付する。」
また、 R／DのAttached  Documentの冒頭においても、ボ国側としては、タリハ県に

より、プロジェクトを実行することを明確にした。
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４．現地調査

◯　現地調査において把握した大要は次の通りである。
プロジェクト対象予定地としては、３小流域を選定している。サン・ペドロ川副流域約３，

５００ha の上流部に位置する①サン・ペドロ小流域、エル・モンテ川副流域約４，９００ha
の上流部に位置する ②モンテ・セルカード小流域、及び同副流域の中流部支流に位置する③
モンテ・セントロ小流域である。
各地区の生産力の低い土地は、小規模の貧しい農家が零細な農耕と牧畜に利用してきてい

る。
特に近年の旱魃傾向の気象下においては収穫が極度に低下している状況が見受けられる。

また両副流域 は十数km下流でタリハ市街に流入しており、荒廃の進んだ河川が生産する土
石流の危険を十分に孕んでいる。

ＰＥＲＴＴは外国からの支援も受けながら、当荒廃地復旧の事業に２０年間にわたり取り
組んできており、タリハ県としてもＰＥＲＴＴの事業展開に多いに期待している。
各対象小流域の案内にはＰＥＲＴＴの技術職員がそれぞれの地区担当者として説明にあた

り、全員で十数名にのぼる陣容を有している。 車輌、機械の数量と程度は充分ではないもの
の、整備要員は２０年の経歴を有し、修理工場と車庫の整備は良好である。 苗畑は事務所
に隣接して給水条件も含めて良好な環境にあり、数量的には十分な生産規模を有している。

プロジェクトの実施体制
プロジェクトの実施機関はPERTTであり、先述のように２０年の知識と経験を要している。

このため予算措置については、モデル事業計画が固まっていない状態であり具体的な予算規
模の提示はなかったが、タリハ県において必要予算は確保するとの意思表示をえた、なお、
初年度予算についてはプロジェクト活動費及びプロジェクトオフィスの建設費用が含まれる
予定である。

カウンターパートの配備状況
・ボ国においては昨年８月に新政権が発足し、各所で大幅な人事の移動があったが、
PERTTについては、技術職員の変更がなかったため、現在もＣ／Ｐとして経験の豊富な
人材を要している。

・現在、住民造林、浸食防止（流域管理）、社会林業分野について８名のＣ／Ｐを配置して
おり、その他は今後、必要に応じ配置するとのこと。（リスト参照）

・なお今後、１分野につき複数のＣ／Ｐを配置すること、また、Ｃ／Ｐが協力期間中継続
して配置されることについて双方確認し、ミニッツに記載した。

・住民造林に関する活動のうち、住民参加・普及分野について、当プロジェクトにおいて
重要な位置を占めることから、経験豊富なＣ／Ｐが必要であること。また、住民参加に
よる事業実施について、女性住民の役割が大きいことから、女性配慮のため女性職員の
活用も有効である事等、PERTT所長に対しコメントした。
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５．協力に当たっての留意事項

（１） プロジェクト予算の確保については、ボ国における現行の他分野プロジェクトでも円
滑ではなく、日本側としても苦労していることが伝えられている。当プロジェクトの場合、
１９９４年から施行された地方分権法により、タリハ県が全面的にプロジェクトの運営を
司ることになる。従って、県内における当プロジェクトの重要性を高めるような努力が活
動の中で肝要であることはもとより、中央政府に対しても、タリハ県　におけるこのよう
な活動が荒廃地の復旧と貧困対策に効果が上がることをアピールし、タリハ県への予算配
付が増すような努力が望まれる。

（２） 住民参加によるプロジェクト活動については、ボ国において大衆参加法が１９９４年
から施行されたことから考えれば、時代の動きに沿ったものと捉えられる。この法律は、
社会経済的に恵まれない住民の政治への参加を促進することを目的としたものであり、こ
れら住民が組織する団体への法人格の付与までも盛り込まれている。活動の中には、共同
奉仕作業や環境保全活動に参加することも含まれているが、一方生活改善や教育等の問題
について地元の自治体と直接交渉できる主体として育てることも考えられている。

このような背景から、プロジェクト活動に地区住民が参加していくことは、環境改善・
維持に自覚を持って協働することとなり望ましいことであるが、進行途上で発生が予想さ
れる住民の利益のみの追求や個人的なエゴを如何に調整していくか、PERTTとタリハ県の
対処にプロジェクトとしても十分配慮していくことが肝要と思われる。

（３） 流域管理の分野については、社会林業の分野とプロジェクト開始当初の段階で調整し
ておく必要があると思われる。「流域管理」は、流域毎の土壌・水・植生等資源の保全と有
効利用に関して調査し計画する技術で、自然資源に注目した管理計画の技術である。「社会
林業」は、どちらかといえば林業を行う住民に注目した活動計画の技術ということが出来
る。
「流域管理」という分野名は、この十数年、北・中・南米や欧州の一部において、特に流
域住民がバランス良く自然資源の保全と利用を図るべきという意味で、頻繁に使われるよ
うになっている。そして現在では「計画すること」に重きを置いた動きである。チリ国な
どでは森林管理を担当する中央官庁の一部局の名称にもなっているし、中・南　米では
「ラテンアメリカ・カリブ流域管理ネットワーク」という組織が形成されており、各国に調
整員が配置されている。このネットワークは、１９９０年から４年おきに研究発表を主体
とした会議をＦＡＯの協力の下に行ってきている。

PERTT側から、住民造林（英語の直訳からは参加型造林と理解される）が派遣され、か
つ社会林業（英語の直訳からも社会林業）の専門家が挙げられていることは、どのように
考えれば良いかとの質問があった。返答は先述の通り行ったが、以下に現状での考察を記
し、プロジェクトの実行に当たっての参考に供する。
「住民造林」の分野が担当し、また開発すべき技術は、地ごしらえ・植穴掘り・植付け・
初期保育管理などの造林技術であり、この場合、地元住民が参加し易いような、また今後
実行出来るような技術ということになる。
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「社会林業」の分野は、この地区でどのような造林・育林体系（木材利用、アグロフォ
レストリー、シルボパストラルなどとしての樹木、樹林の役割、果樹との組合わせなどか
ら考えられる適正樹種の選択、造林、育林の技術体系）と、さらにこれらを円滑に行うた
めの作業道網、その他関連する施設の計画、地元住民の参加・参画の仕方など、人、林業
技術、施設計画、資源・自然状況などを、「林業」活動を行うという観点から捉えた、有機
的な活動計画と、活動の仕方　自体をも含めて言うものと理解される。 ケニヤの林業プロ
ジェクトが、地元住民への林業普及をねらいとして「社会林業」という表現を使っている。
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６．その他特記すべき事項

（１） 現政権は１９９８年から２００３年まで執行される。当プロジェクトの活動も同じ期
間に行われることは、政権に特別な変動がない限り安定した運営が行われる可能性が高い
という観点では幸運である。
また、タリハ県知事の任期も同様であり、特に現知事は中央政府に対しても大きな影響

力を有する人物であることも幸運と言える。 今回のＲ／Ｄの調印は、タリハ県知事、持続
開発・企画省大臣、大蔵省の公共投資・国際金　融副大臣と調査団との間で行われたが、
タリハ県開基１８１周年記念行事に大統領を迎えて、その臨席のもとに行われた。 また同
時に上下水道の整備や小学校の建設など、国からの助成を含む他の複数の事業プロジェク
トについも調印されたことをもってしても、現在のタリハ県行政が積極的であることを物
語っている。

（２） ＰＥＲＴＴは、調査団がタリハに到着した前日の１９９８年４月７日、創立２０周年
を祝った。創立以来地方分権化でタリハ県の組織下に移るまで中央政府の直轄事業組織と
して、タリハ中央渓谷の荒廃地における土地復旧事業を担当してきた。タリハ県の組織下
に移ってからも任務は同様であり、それだけに人材、資機材、予算の陣容は開発　途上国
としては比較的安定している。 執行予算についてみると、自己経常予算として　
約２，０００万から５，０００万円、１９８４年から１９９２年にかけてドイツのＧＴＺ、
及び国連のＦＡＯから協力を受けていた当時は約２，５００万から６，０００万円の事業
を行っていたことがうかがえる。 このように単なる計画立案だけの行政機関ではなく、計
画作成・事業実施機関として捉えられるところから、ある規模の事業実施を行いながら技
術開発と普及展開を図る方向で協力することが可能である。
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７．ＰＤＭ、ＰＯについての検討

長期調査員によるこれまでの検討結果については、技術開発協力上の事業規模について共に
検討することは出来たが、ＰＤＭ、ＰＯの細部については検討する時間が持てなかった。従っ
て、現地調査の結果から考察できる点について次に列挙し、プロジェクト開始時点で長期専門
家が検討しＰＤＭ、ＰＯを決定する際の参考に供する。

ＰＤＭについて、
（１） 外部条件の２．：風、気温、降雨量等の自然条件が通常の範囲を逸脱しない。

理由：造林木の枯死や治山工作物の破損等は異常な乾燥、熱風、遅霜の発生または連
続、あるいは異常な強雨の発生または連続などによって生じることが観察され
ている。従って、通常最近３０年間のデータによるこれらに関する極値を把握
し、この範囲内での技術開発を目指すこととする。

（２） 指標２－１－２．：土木工法と植生工の組合わせにより植生が増加する。
（３） 指標２－１－３．：土壌・水・植生の保全に関する技術マニュアルが作成される。
（４） 成果及び指標の２－２－１．：要検討。

造林に必要な苗木の生産はＰＥＲＴＴの主苗畑で生産できることから、小規模苗畑は
仮植苗床程度の使用で済む見込みである。技術的には耐乾性苗木の生産が望まれる。

（５） 指標２－２－２－１．：人工林の面積が増加するとともに活着率、成林率が向上す
る。
理由：造林の実行量のみではなく、造林木の活着と成長によって成林することが、技

術開発とその成果である。
（６） 成果２－２－３．：要検討。

シルボパストラルはアグロフォレストリーとは異なる技術であり、別項目とすべきであ
る。

（７） 指標２－２－３－１．：土壌改良のための肥料木や緑肥用植物が導入される。
理由：５年間のプロジェクト協力期間では、作物の生産性への効果は期待できず、作

物を生産する基盤　整備に関わる活動を行うことが精一杯であろう。指標も要
検討。

（８） 成果４．：モデル事業対象地の周辺地域における、土壌浸食軽減事業実施計画が策
定される。

理由：活動の４．の表現に合わせる。
（９） 活動２－１－２．の４）：緑化工（造林・緑化）技術を改良・開発する。
（１０） 活動３－１として挿入：コミュニティー構造の現状把握。
（１１） 要検討：活動の大部分の項目で、改良・開発するという表現が使えると考える。

ＰＯについて、
（１） 目標２－１．（５）：技術マニュアルの作成
（２） 専門家及びＬ／Ｃの投入年度については、プロジェクトの開始が１０月１日からとな

るため、特に初年度に計画していた事項については翌年度以降に変更する見直しが必要
である。
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（３） 治山技術について、特にアースダムについての設計・施工を担当する短期専門家の派
遣が初年度から必要である。

（４） 土壌浸食軽減事業実施計画の策定について、流域管理の短期専門家の派遣が２年度目
から必要である。
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８．住民造林

（１） 討議議事録の交渉経緯
長期専門家の派遣分野等に関し、「住民造林」と「社会林業」との違いについて問われ

た (団長報告の　とおり)他は、本分野に関して特段の論点等はなかった。
(なお、「社会林業」についてはＪＩＣＡ執務資料等においていくつかの定義・解釈がな
されているが、住民造林と社会林業の違いについて、今後、今回のケースのように問われ
る場合に備え、本プロジェクト固有の仕訳けとは別に、一般的な解釈の違いをわかりやす
く整理しておく必要性を感じた。)

（２） 協力に当たっての留意事項
Ｃ/Ｐ機関となるＰＥＲＴＴは荒廃地復旧の事業に長年取り組んできており、カウンタ

ーパートの配置や現有技術等はプロジェクト実施に必要なレベルを有していると考えられ
る。なお、現地調査を通じて、本分野に関し考慮すべき点と考えられる点は次のとおり。

(2)-1 厳しい環境下における造林技術事例の体系的整理
乾季における厳しい乾燥条件や、浸食の進行による表層土壌の流出等、現地の造林環

境は厳しく、造林に当たっては、マルチング等の現地の自然環境に合った各種の工夫が
不可欠である。このため、造林環境の類似する「チリ半乾燥地治山緑化プロジェクト」
等で得られた成果の活用とともに、当地でこれまで試行された技術(失敗例を含む、当地
周辺ではＦＡＯ等による 技術援助、又はＰＥＲＴＴ自身で取り組まれた造林地が散見さ
れる)を、プロジェクト開始時に広範・体系的に整理することが適切である。
また、樹種の選定や保育等に資する気象や土壌等の基礎データの把握が必要である。

(2)-2 乾燥下の村落苗畑の運営に必要な育苗技術の改良
育苗技術については、当ＰＥＲＴＴが十数年にわたって中央苗畑における育苗を実施

し、近隣の村落苗畑等へも技術指導を行う等、ある程度の技術が確立済みである。
(１９９８年の苗木生産計画：約３０樹種、約７０万本) 。
今後は、厳しい乾燥環境に耐える造林や苗木生産のため、根切り等の成長抑制技術、

潅水コントロール等の乾燥順化、新たな耐乾樹種の導入と育苗技術等が課題である。ま
た、厳しい環境下で集中管理を要しない簡易な村落苗畑の普及のため、限られた給水量
に対する簡易な水管理等、苗畑作業の簡素化技術の改良を検討する必要がある。

(2)-3 現存植生の回復促進による緑化
当地では、山羊等の家畜による被食や、薪炭材の採取によるチュルキ(Acacia caven) 

等の現存植生の劣化が深刻である。一方で、家畜侵入を防止するため柵で囲った試験区
域では、天然更新による植生の回復が見られる。人為圧力を抑制し天然力を活用した在
来植生の回復が期待されるため、造林、治山工法とともに現存植生の保護による緑化推
進を図るべきである。

－14－



(2)-4 「住民造林」に不可欠なコミュニティ構造の現状把握
計画樹立や事業実施に農民の自発性を取り入れた住民造林(農民参加型造林)は、通常

の造林事業と異なるチャレンジングな課題である。またこれは、インフラ整備の抑制等
によって、プロジェクト終了時のソフトランディングにも貢献すると思われる。農民参
加の参考例は既存の林業技術協力にあるものの、計画樹立や事業実施に先立ち(プロジェ
クト開始時)、コミュニティの意志決定過程、地権関係、土壌保全委員会の活動等、当該
地域の基礎的な現状を的確に把握することが重要。(なお、ＷＩＤ等の特定分野の短期専
門家派遣は、長期専門家の基礎的把握後に行うことが適切。)

(2)-5 「住民造林」を促進するためのインセンティブ付与方策の検討
モンテ・セントロ地区のこれまでの農民参加事例では、農民の自発的労力提供は週１

日程度である(賃金は支払われず、苗木等をＰＥＲＴＴが提供し、生産物は農民に帰属）。
プロジェクトが開始すれば、プロジェクト活動の繁忙期には、参加農民の自発的労力

提供は、週１日程度では足りず、現状以上の積極的な参加が促進されねばならない。
このように、住民造林を現実に展開するに当たって、例えば、
①プロジェクト活動の多忙時期に必ずしも充分な農民参加が期待できない場合、
②協力的農民と非協力的農民が存在して前者に負担がかかってきた場合、
③極度の乾燥等、生活経済の悪化により参加農民の流出(出稼ぎ等)が余儀なくなって
きた場合、等

農民の自発的参加を期待するだけでは事業の展開ができない場合も想定しうる。この
ため、賃金補助、果樹・商品作物の苗木提供、農作業具の貸与、コミュニティ用の作業
小屋の提供等、参加農民のインセンティブ付与方策を検討しておくことが必要である。
なお、これに関して、農民参加の基本となる当国「大衆参加法」の枠の中でこれら方策
が適切か検討すべきであろう。

(2)-6 アグロフォレストリー、シルボパストラル
本分野は、我が国の林業専門家の技術的蓄積が薄い分野であるが、今後の熱帯地域の

林業技術協力の推進に当たっては有益な知見である。アグロフォレストリーではリンゴ、
モモ等の果樹の導入が検討されているが、数年で生産物が期待できる果樹・作物をプロ
ジェクト開始時に広範に検討する必要がある。また、シルボパストラルでは飼料木の導
入、家畜の放牧数の適正管理等が課題である。このため、プロジェクト開始時に、在ボ
リビアの農業関係プロジェクト等の調査や意見交換、必要があれば当地農業専門家の技術
指導も含め検討すべきである。
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９．浸食防止

（１） 討議議事録の交渉経緯について
長期専門家においては、浸食防止分野だけでなく、流域管理分野の専門家を派遣して欲

しいと要望有り。（PERTT側）
流域管理は、Watershed Managementという言葉を用いてはいるものの、専門家に 対す

る要望内容は、「流域全体の土地利用を含めた計画を総合的に立案出来る専門家」とのこと
であったので、治山で考える流域管理の概念を大きく超えているものであると判断。
浸食防止分野の専門家が兼務するという形ではなく、個別の専門家等で対応すべきであ

ると判断し、その旨PERTT側に伝える。また、M/Mにおいて、「ボリヴィア国側は、流域
管理分野の日本人専門家の派遣の必要性を強調した。」と記載することで合意。

（２） プロジェクト基本計画について
(2)-1 協力内容

長期調査員のからの報告・PERTTとの意見交換・二日間の現地調査等を通じ、現地に
対するある程度の知見を得ることが出来た。５年（主な事業実行期間は３年）という極
めて短い期間ではあるものの、チリ等半乾燥地や南米における技術の蓄積・日本におけ
る技術の応用等により、タリハ渓谷に適応できる浸食防止技術の開発・改良を行うこと
は可能であると考えられる。

(2)-1-① 水文等の基礎データ収集
降雨量等の気象観測、土砂の流出量等の観測を通じ、タリハ渓谷における土壌浸

食の状況を科学的に分析・解明することに対する技術協力。ただし、浸食防止事業
の実施のみを考えるならば、経験則から判断できる部分も多いことか ら、事業の効
率的な実施の観点から、いたずらに調査に重きをかけるべきではないと考える。

(2)-1-② 既存の工法の導入・改良
FAO・GTZ・USAID等によりタリハ渓谷で既に行われた各種工法、チリ半乾燥地

治山緑化プロジェクト等他のJICAプロジェクトで行われた工法等を導入・改良する
ことにより、ある程度の効果が期待できると考える。

(2)-1-③ 新工法等の開発
浸食初期の段階に対しては、土塁工等ガリの拡大を防止する工法・山腹工・ 緑化

工等を複合的に行い、浸食途上の段階に対しては、アースダム等渓間工主体の緑化
工を伴う工事を行うことが必要であろう。また、これらに併せて大規模な実播工等
の緑化工も実施することにより、一層効果的な浸食防止工事が開発出来ると考える。

(2)-2 予想される成果
事業実行主体の技術協力であるので、短いターム（３年から５年）であっても、 ある

程度の技術的成　果を出すことは可能ではあるが、実行する「事業」が、植生の回復を
図る「治山」技術を中心とした事業であることから、事業の成果の判断には、ある程度
の時間を要する。
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例えば実播工の場合、播種した当年は雨季が来れば発芽するものの、無事活着したか
どうかは翌年度の乾季が終了してみないと判断出来ない。また、回復した植生が「土壌
浸食」を防止する効果を発揮するためには、根茎がある程度発達しなけれ ばならないこ
とから、１年目の施工結果を直ぐに全て踏まえて２年目の施工に活かすことは不可能で
ある。
従って、出来ることならば、長期間にわたって技術協力を行った方が、より一層の成

果が期待できると考える。
なお、日本におけるはげ山復旧の治山工事においても、数十年のオーダーで事業を実

施し、事業を実施しながら種々の技術開発を行っているのが通常のケースである。

（３） 実施体制について
C/P機関であるPERTTについては、調査の限りにおいては、比較的しっかりした事業実

施機関であると感じられた。また、製図室や地形図が作成できるスタッフが揃っているこ
と、機材の使用及び管理もきちんと行われているようであること等から、機材が届き次第、
浸食分野においては、比較的スムーズに事業は実行されるものと考える。

（４） 協力にあたっての留意事項
(4)-1 対策工法等

タリハ渓谷は、全体的に厚い堆積層に覆われている地域であり、数十ｍもの堆積層が
見受けられる箇所もあった。礫径もそれほど大きなものは見受けられず、対象事業地区
のうち、流域の最上部であるサン・ペドロ地区とモンテ・セルカード地区の源流部には
固結した砂岩が見受けられたが、それ以外の地域では殆どが未固結の 堆積層で覆われて
いるようであった。
「ボリヴィアの砂漠化」（リベルマン・マクシモ、セミエン・カユン共著）によると、
タリハ中央渓谷の堆積層は、その昔、同渓谷が湖底であった時代に堆積したものであり、
厚いところでは１１０ｍもの堆積層があるとのことであった。以上のような状況である
ことから、社会状況を踏まえた場合、現地にて入手・使用可能な資材は、粘土・石・竹
類・そだ類（伏工用資材）等であると推察される。 加えて、C/P機関であるPRETTの状
況等から判断すると、対策工法としては、のり切り工、土塁工、浸透促進工、筋工・伏
工・石積工を中心とした山腹工、アースダムを中心とした渓間工、実播工等の緑化工等
が考えられる。いずれにしても、対策工法・施工効果には未知の部分もあることから、
工事の結果を踏まえて、次年度以降の施工を行っていく必要がある。

(4)-2 浸食防止分野の長期専門家について
当プロジェクトにおいては、全ての事業が浸食防止対策の工法をベースに行われるこ

とから、浸食防止　工事の可否がプロジェクトの行方を左右すると言っても過言ではな
い。今回は短期間の調査ではあったものの、現在日本では主流となっていない工法等も
現地においては施工しなければならないことが判明したことから、浸食防止分野の長期
専門家においては、事前に以下の事項についての準備が必要と考える。
を準備の上赴任されることをお薦めします。
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(4)-2-① 以下の事業の設計・積算・施工管理が必要
渓間工事 アースダム・簡易な石積み堰堤等
山腹工事 のり切工・土留工（石積）・埋設工・水路工・暗きょ工

柵工・筋工・実播工・伏工・植栽工等
利水工事 水路工等
その他 テラス作設・作業道等簡易な路盤工事

(4)-2-② 水文データ・（山腹・渓流それぞれにおいての）土砂流出状況等基礎的なデータ
の収集方法の知識及びそれらの収集・分析技術

(4)-2-③ 南米・半乾燥地における治山樹種 （木本・草本）の知識・育苗方法・種子等の入
手先など

(4)-2-④ その他知っておくと有利と考えられるもの
技術的に相談できる機関・人物（日本やその他国際機関等）
各種大型機械の取扱い方

(4)-3 暫定ＰＤＭ（案）について
浸食防止分野の専門家は、主として「2-1.土壌浸食軽減のための治山技術の改良また

は開発」の成果を上げるために活動することとなると考えられる。これを判断する指標
としては、2-1-1.定点簡易表土流出量調査記録と2-1-2.植生増の記録が挙げられているが、
当プロジェクトは、あくまでも土壌浸食を防止する技術を改良・ 開発するためにおこな
われるものであることから、評価のための科学的な指標は、事業実行の支障にならない
範囲で収集出来る指標とすることが重要であろう。

(4)-4 暫定ＰＯ（案）について
モデル事業地においては、まず現況調査を行い全体計画の策定をした後に、年度 別の

計画を立てることになるが、現地の状況は毎年変化しており、また技術の開発等も年々
図られることから、年度計画は毎年度改定していく考え方のほうが、より現地に沿った
計画になると考える。従ってＰＯは、
2-1-(1)調査・計画
1)モデル事業地の現況調査　１年目より５年間
2)全体計画の策定　　　　　１年目より１年間
3)年度計画の策定・改定　　１年目より５年間

（必要に応じ全体計画の改定）
となる。全体計画・年度計画の立案の可否がプロジェクトの成否の鍵を握ることに なる
ことから、場合によっては短期専門家の投入も検討する必要があろう。
また、マニュアルを作成し改良する必要があることから、
2-1-(5)マニュアルの作成・改良２年目より４年間も必要であろう。

以 上
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